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１．2025年12月期の連結業績（2025年１月１日～2025年12月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

総収入 売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期 6,140 144.8 2,376 2.6 △4,137 － △1,074 － △371 －
2024年12月期 2,508 81.0 2,316 67.1 △3,070 － △3,594 － △3,592 －

(注) 包括利益 2025年12月期 △371百万円( －％) 2024年12月期 △3,593百万円( －％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年12月期 △3.21 － △1.3 △2.8 △174.1
2024年12月期 △42.78 － △26.3 △18.2 △132.5

(参考) 持分法投資損益 2025年12月期 －百万円 2024年12月期 －百万円
(注)１．総収入:Non-GAAP指標。投資家が当社グループの業績を評価する上で、当社が有用と考える財務指標であり、

政府からの補助金収入を売上高に加算して算出しております。
２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
３．当社は、2024年６月24日付で普通株式１株につき150株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年12月期 49,373 38,793 76.2 285.83
2024年12月期 28,195 19,872 68.9 179.54

(参考) 自己資本 2025年12月期 37,608百万円 2024年12月期 19,434百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年12月期 1,656 △11,629 20,270 24,542
2024年12月期 △1,798 △7,464 19,032 14,239

２．配当の状況
年間配当金 配当金総額

(合計)
配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －
2025年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －
2026年12月期(予想) － 0.00 － 0.00 0.00 －

３．2026年12月期の連結業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日）

(％表示は、通期は対前期増減率)

総収入 売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 16,052 161.4 6,353 167.3 △5,467 － 3,010 － 2,624 － 19.94

(注)１株当たり当期純利益は、新株予約権の行使による増加見込み株式数等を反映しておりません。



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ２社（社名）
Synspective USA HD, Inc.

Synspective USA, Inc.
、除外 －社（社名） －

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

(注)詳細は、決算短信（添付資料）14ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更に関する注記）及び（会計上の見積りの変更に関する注記）」をご参照ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年12月期 131,573,900株 2024年12月期 108,249,150株

② 期末自己株式数 2025年12月期 －株 2024年12月期 －株

③ 期中平均株式数 2025年12月期 115,800,196株 2024年12月期 83,980,788株

(注)当社は、2024年６月24日付で普通株式１株につき普通株式150株に株式分割を行っております。前連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、期中平均株式数を算定しております。

(参考) 個別業績の概要

１．2025年12月期の個別業績（2025年１月１日～2025年12月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期 2,410 2.9 △4,020 － △951 － △246 －
2024年12月期 2,342 65.6 △3,048 － △3,568 － △3,566 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期 △2.13 －
2024年12月期 △42.47 －
(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．当社は、2024年６月24日付で普通株式１株につき150株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期
首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年12月期 49,559 38,939 76.2 286.95
2024年12月期 28,252 19,894 68.9 179.74

(参考) 自己資本 2025年12月期 37,754百万円 2024年12月期 19,456百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項については、添付資料４ページ
「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）
当社は、2026年２月16日（月）に機関投資家及びアナリスト向けに決算説明会の開催を予定しており、当日使用

する決算説明会資料は、当社ウェブサイト及びTDnetで開示しております。



株式会社Synspective(290A) 2025年12月期 決算短信

― 1 ―

○添付資料の目次

１．経営成績等の概況 ………………………………………………………………………………………………２

（１）当期の経営成績の概況 ……………………………………………………………………………………２

（２）当期の財政状態の概況 ……………………………………………………………………………………３

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 ………………………………………………………………………４

（４）今後の見通し ………………………………………………………………………………………………４

（５）継続企業の前提に関する重要事象等 ……………………………………………………………………５

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 ……………………………………………………………………５

３．連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………………………６

（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………６

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………８

連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………………８

連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………………９

（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………10

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………12

（５）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………14

(継続企業の前提に関する注記) ………………………………………………………………………………14

(会計方針の変更に関する注記) ………………………………………………………………………………14

(会計上の見積りの変更に関する注記) ………………………………………………………………………14

(セグメント情報等の注記) ……………………………………………………………………………………14

(１株当たり情報の注記) ………………………………………………………………………………………14

(重要な後発事象の注記) ………………………………………………………………………………………15



株式会社Synspective(290A) 2025年12月期 決算短信

― 2 ―

１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国の経済は、引き続き緊迫する中東・ヨーロッパ情勢や米国新政府の政策動向の不

透明さによる景気の下振れリスクはあるものの、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の増加等により緩やか

な回復基調が続くものと見込まれています。

宇宙業界においては、10年で１兆円という長期かつ大規模な支援となる「宇宙戦略基金」が国立研究開発法人宇

宙航空研究開発機構（JAXA）に設置され、2024年度からスタートした第１期では、当社は公募テーマ「商業衛星コ

ンステレーション構築加速化（予算総額950億円で４社が採択済み)」に採択され、続く第２期が2025年度からスタ

ートし、採択結果が順次公表されております。加えて、防衛省の予算額2,832億円の「衛星コンステレーションの整

備・運営等事業」について、当社が、三菱電機株式会社、スカパーＪＳＡＴ株式会社、三井物産株式会社、株式会

社QPS研究所、株式会社アクセルスペース、三井物産エアロスペース株式会社の６社とともに落札した結果が公表さ

れるなど、宇宙産業を日本経済における成長産業とするための政府の継続的な支援が加速している状況です。

このような状況の下、当社グループは、「次世代の人々が地球を理解し、レジリエントな未来を実現するための

新たなインフラをつくる」ことを目指して、地球を恒常的に俯瞰する自社SAR衛星「StriX」と関連システムの開

発・製造・打上を通じた衛星コンステレーションの運用と、その取得データの継続的な販売及び社会的関心度も高

い自然災害・安全保障・環境リスクを軸にソリューションのラインナップの拡大に向けて、新規衛星データ市場の

開拓に取り組んでいます。

経営管理上の重要な指標の状況

当社グループは、以下を経営管理上の重要な指標として定めています。

・総収入（売上高＋補助金収入）、受注残高

総収入は6,140,883千円（前連結会計年度比144.8％増）となりました。その主な要因は、内閣府宇宙開発戦略推

進事務局が推進する「小型SAR衛星コンステレーションの利用拡大に向けた実証」の令和６年度分の納入完了及び令

和７年度分の一部を売上に計上したことに加えて、防衛省が推進する安全保障用途に適した小型合成開口レーダ

（SAR）衛星の宇宙実証の納入完了により、売上高が増加したことによるものです。加えて、経済産業省の実施する

「中小企業イノベーション創出推進事業」（以下、経産省SBIR）及び国土交通省の「中小企業イノベーション創出

推進事業」（国交省SBIR）、並びに宇宙戦略基金による補助金収入を計上したことによるものです。結果として、

売上高は、2,376,506千円（前連結会計年度比2.6％増）、補助金収入3,764,376千円（前連結会計年度比1,859.5％

増）となりました。

受注残高は24,960,649千円となりました。その主な要因は、経産省SBIR（交付決定額4,100,000千円）、宇宙戦略

基金「商業衛星コンステレーション構築加速化」（補助事業期間の支援予定上限額：23,790,000千円）、内閣府宇

宙開発戦略推進事務局「令和７年度小型SAR衛星コンステレーションの利用拡大に向けた実証」（落札金額

1,067,166千円）等によるものです。なお、当該指標においては、補助金収入を含めて受注残高を算出しておりま

す。

・衛星運用機数

2028年以降に30機以上の運用に向けて、設立以来「StriX」を７機打ち上げてまいりましたが、既に最初の実証機

２機及び量産実証機１機は商用運用が終了し、当連結会計年度末現在は軌道上で４機の運用を行っております。

衛星の打上げにつきましては、Rocket Lab社（本社：アメリカ合衆国）と20機の衛星打上げ契約を、SpaceX社

（本社：アメリカ合衆国）とは３機の衛星のライドシェアローンチ契約を残しており、合計で23機分の将来打上げ

の契約を確保しております。なお、Exolaunch社（本社：ドイツ）とは10機のSAR衛星の打上げのマルチローンチア

グリーメントを締結しており、打上げ契約の代理店機能を担う同社を経由して、先述のSpaceX社の３機のうち１機

の契約を確保しています。

売上原価・販売費及び一般管理費の状況

売上原価は2,368,740千円（前連結会計年度比12.7％増）となりました。その主な要因は、観測衛星の減価償却費

の増加や、内閣府実証及びSAR衛星の宇宙実証の直接原価などによるものです。

販売費及び一般管理費は4,145,405千円（前連結会計年度比26.2％増）となりました。その主な要因は、株式報酬
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費用の増加や人員増加による人件費の増加、販売体制拡大等による業務委託費の増加などによるものです。

財務面の状況

財務面においては、2025年度に実施した主な資金調達は以下です。

・オーバーアロットメントに関連した第三者割当増資

東京証券取引所グロースへの上場に伴う公募による募集株式発行に関連して、2025年１月17日を払込期日とす

る第三者割当増資を実施し、1,418,846千円を資金調達しました。

・シンジケートローンの締結

2025年２月20日にみずほ銀行をアレンジャー、静岡銀行をコ・アレンジャーとするシンジケートローン（コミ

ットメント期間付タームローン、8,100,000千円）を新たに締結しました。

・新株予約権及び第三者割当増資

2025年７月28日開催の取締役会において発行決議を行いました、第三者割当による第５回新株予約権（行使価

額修正条項付）について、その一部の行使により12,527,980千円を資金調達したのち、2025年12月１日付で残存

する第５回新株予約権の全部を取得し、直ちに消却しました。加えて、2025年12月１日を払込期日、割当先をヒ

ューリック株式会社とする第三者割当増資を消却した新株予約権と同株式数実施し、4,509,468千円を資金調達し

ました。

その他の状況

2025年３月には、世界最大の宇宙関連市場である北米・中南米地域での事業の拠点として、米国子会社を設立し

ました。これにより従来の日本・アジア地域での事業展開に加えて、北米・中南米地域においても現地ニーズに応

じた迅速な事業活動を展開することで、当社グループの成長をより加速してまいります。

この結果、当連結会計年度における売上高は、2,376,506千円（前連結会計年度比2.6％増）、営業損失は

4,137,638千円（前連結会計年度は3,070,206千円の損失）、経常損失は1,074,946千円（前連結会計年度は

3,594,948千円の損失）、親会社株主に帰属する当期純損失は371,162千円（前連結会計年度は3,592,954千円の損

失）となっております。

なお、当社グループは衛星データ事業の単一セグメントであるため、セグメント別の業績記載を省略しておりま

す。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末の流動資産合計は26,541,200千円となり、前連結会計年度末に比べ10,287,972千円の増加とな

りました。主な要因は、小型SAR衛星部品の購入・小型SAR衛星打上げ費用の前払い等により減少したものの、新株

予約権の行使による増資、第三者割当による新株式の発行及び借入の実行等により現金及び預金が10,302,370千円

増加したことによるものであります。

当連結会計年度末の固定資産合計は22,832,444千円となり、前連結会計年度末に比べ10,890,336千円の増加とな

りました。主な要因は、小型SAR衛星の稼働に伴う建設仮勘定からの振替等により、観測衛星（純額）が1,777,856

千円、小型SAR衛星の製造等により建設仮勘定が7,597,869千円増加したことによるものであります。

（負債）

当連結会計年度末の流動負債合計は5,270,746千円となり、前連結会計年度末に比べ3,041,351千円の増加となり

ました。主な要因は、借入の実行等より短期借入金が1,790,000千円、１年内返済予定の長期借入金が1,088,500千

円増加したことによるものです。

当連結会計年度末の固定負債合計は5,309,500千円となり、前連結会計年度末に比べ783,500千円の減少となりま

した。これは、借入の実行をしたものの、「１年内返済予定の長期借入金」（流動負債）への振替により長期借入

金が783,500千円減少したことによるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産合計は38,793,398千円となり、前連結会計年度末に比べて18,920,457千円の増加とな
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りました。主な要因は、新株予約権の行使による増資、第三者割当による新株式の発行により資本金と資本剰余金

がそれぞれ9,272,622千円増加したものの、親会社株主に帰属する当期純損失を371,162千円計上したことによるも

のであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ10,302,370

千円増加し、24,542,232千円（前連結会計年度末は14,239,861千円）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動に得られた資金は1,656,601千円（前連結会計年度は1,798,097千円の使用）と

なりました。これは主に、税金等調整前当期純損失1,064,529千円（前年同期は税金等調整前当期純損失3,586,493

千円）の一方で、減価償却費1,609,881千円（前年同期は減価償却費1,097,476千円）、株式報酬費用754,524千円

（前年同期は株式報酬費用437,930千円）等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動に使用した資金は11,629,478千円（前連結会計年度は7,464,995千円の使用）と

なりました。これは主に、衛星製造部品等購入による有形固定資産の取得による支出10,907,909千円（前年同期は

有形固定資産の取得による支出7,336,512千円）等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動から得られた資金は20,270,814千円（前連結会計年度は19,032,705千円の獲

得）となりました。これは主に、株式の発行による収入5,928,314千円（前年同期は株式の発行による収入

15,159,304千円）、新株予約権の行使による株式の発行による収入12,531,824千円（前年同期は新株予約権の行使

による株式の発行による収入はなし）等によるものです。

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、官公庁による宇宙関連予算は引き続き増加するものと予想しており、特に三菱電

機株式会社、スカパーＪＳＡＴ株式会社、三井物産株式会社、株式会社QPS研究所、株式会社アクセルスペース、三

井物産エアロスペース株式会社の６社とともに落札し、2026年度からサービス提供が開始される防衛省「衛星コン

ステレーションの整備・運営等事業」は短中期の収益の中心になると期待しており、準備を進めております。

このような状況の中、当社グループは、2026年12月までに７機の小型SAR衛星の打上げを予定しており、これらを

加えた衛星コンステレーションから得られる衛星データについて、官公庁向けを中心に販売を推進してまいりま

す。

なお、2026年12月期においては、引き続き衛星の製造・打上げに伴う先行投資が発生することから営業損失を見

込んでおりますが、宇宙戦略基金をはじめとする補助金収入の計上を想定しており、これらの営業外収益により経

常利益は黒字となる見通しです。

当該補助金収入は、主として既に交付決定を受けている事業に基づくものであり、現時点で合理的に見積り可能

な金額を業績予想に織り込んでおります。

以上の結果、2026年12月期の通期業績予想につきましては、総収入16,052百万円、売上高6,353百万円、営業損失

5,467百万円、経常利益3,010百万円、親会社株主に帰属する当期純利益2,624百万円を見込んでおります。

上記の見通しは、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、多分に不確定な要

素を含んでおります。実際の業績等は、様々な要因により上記見通しと異なる可能性があります。
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（５）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度まで７期連続で営業損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させる事象又は状況が存在しているものと認識しております。

この主たる要因は、衛星の製造及び打上げに伴う大規模な先行投資が必要であり、投資回収までに期間を要する

ためです。

このような事象又は状況を解消すべく、当社グループの主要事業である衛星データ事業において、収益増加のド

ライバーとなる衛星機数を早期に増加させるとともに、市場環境や顧客ニーズの変化を踏まえた継続的な戦略の見

直しを行い、グローバル市場における事業展開及びソリューション提供の拡充を推進してまいります。

また、当連結会計年度末において、24,542,232千円の現金及び預金を保有しており、加えて、既存の借入枠及び

今後見込まれる補助金収入を踏まえると、当連結会計年度末から少なくとも１年間の資金繰りについて重要な懸念

は認められないと判断しております。

以上により、継続企業の前提に重要な不確実性は認められないと判断しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応する方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,239,861 24,542,232

売掛金 30,953 173,977

契約資産 1,347,920 890,189

仕掛品 113,036 153,189

貯蔵品 313 8,585

その他 521,142 773,026

流動資産合計 16,253,228 26,541,200

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 412,329 421,887

減価償却累計額 △46,722 △88,164

建物及び構築物（純額） 365,606 333,722

工具、器具及び備品 702,384 898,205

減価償却累計額 △332,841 △439,454

工具、器具及び備品（純額） 369,542 458,750

機械装置及び運搬具 18,982 29,252

減価償却累計額 △10,747 △16,145

機械装置及び運搬具（純額） 8,234 13,106

観測衛星 6,237,026 9,404,527

減価償却累計額 △956,484 △2,346,128

観測衛星（純額） 5,280,542 7,058,398

建設仮勘定 5,708,124 13,305,994

有形固定資産合計 11,732,051 21,169,973

無形固定資産

ソフトウエア 35,436 209,273

ソフトウエア仮勘定 － 539,254

無形固定資産合計 35,436 748,527

投資その他の資産

敷金及び保証金 167,583 204,744

長期未収入金 350,866 －

繰延税金資産 － 702,621

その他 7,036 6,576

貸倒引当金 △350,866 －

投資その他の資産合計 174,620 913,943

固定資産合計 11,942,108 22,832,444

資産合計 28,195,336 49,373,645
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 1,000,000 2,790,000

１年内返済予定の長期借入金 195,000 1,283,500

未払法人税等 126,115 184,158

契約負債 16,456 3,055

契約損失引当金 16,076 －

その他 875,747 1,010,033

流動負債合計 2,229,395 5,270,746

固定負債

長期借入金 6,093,000 5,309,500

固定負債合計 6,093,000 5,309,500

負債合計 8,322,395 10,580,246

純資産の部

株主資本

資本金 7,679,652 16,952,275

資本剰余金 15,343,219 24,615,841

利益剰余金 △3,582,273 △3,953,435

株主資本合計 19,440,598 37,614,681

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △5,838 △6,260

その他の包括利益累計額合計 △5,838 △6,260

新株予約権 438,180 1,184,977

純資産合計 19,872,941 38,793,398

負債純資産合計 28,195,336 49,373,645
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

売上高 2,316,649 2,376,506

売上原価 2,102,132 2,368,740

売上総利益 214,517 7,766

販売費及び一般管理費 3,284,723 4,145,405

営業損失（△） △3,070,206 △4,137,638

営業外収益

受取利息 713 16,649

補助金収入 192,112 3,764,376

その他 2,419 5,252

営業外収益合計 195,245 3,786,278

営業外費用

支払利息 259,566 417,344

支払手数料 17,087 220,460

株式交付費 53,177 84,498

上場関連費用 383,560 82

その他 6,595 1,200

営業外費用合計 719,988 723,586

経常損失（△） △3,594,948 △1,074,946

特別利益

固定資産売却益 7,323 －

契約損失引当金戻入益 － 16,076

新株予約権戻入益 1,164 0

特別利益合計 8,487 16,076

特別損失

固定資産売却損 － 1,058

固定資産除却損 32 4,601

特別損失合計 32 5,659

税金等調整前当期純損失（△） △3,586,493 △1,064,529

法人税、住民税及び事業税 6,460 9,255

法人税等調整額 － △702,621

法人税等合計 6,460 △693,366

当期純損失（△） △3,592,954 △371,162

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △3,592,954 △371,162
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

当期純損失（△） △3,592,954 △371,162

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △814 △422

その他の包括利益合計 △814 △422

包括利益 △3,593,768 △371,585

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △3,593,768 △371,585
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 100,000 9,323,216 △1,548,969 7,874,247

当期変動額

新株の発行 7,579,652 7,579,652 － 15,159,304

欠損填補 － △1,559,650 1,559,650 －

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
－ － △3,592,954 △3,592,954

新株予約権の発行 － － － －

新株予約権の行使 － － － －

新株予約権の失効 － － － －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
－ － － －

当期変動額合計 7,579,652 6,020,002 △2,033,304 11,566,350

当期末残高 7,679,652 15,343,219 △3,582,273 19,440,598

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の

包括利益累計額合計

当期首残高 △5,023 △5,023 1,413 7,870,638

当期変動額

新株の発行 － － － 15,159,304

欠損填補 － － － －

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
－ － － △3,592,954

新株予約権の発行 － － － －

新株予約権の行使 － － － －

新株予約権の失効 － － － －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△814 △814 436,766 435,952

当期変動額合計 △814 △814 436,766 12,002,302

当期末残高 △5,838 △5,838 438,180 19,872,941
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当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 7,679,652 15,343,219 △3,582,273 19,440,598

当期変動額

新株の発行 9,272,622 9,272,622 － 18,545,245

欠損填補 － － － －

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
－ － △371,162 △371,162

新株予約権の発行 － － － －

新株予約権の行使 － － － －

新株予約権の失効 － － － －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
－ － － －

当期変動額合計 9,272,622 9,272,622 △371,162 18,174,082

当期末残高 16,952,275 24,615,841 △3,953,435 37,614,681

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の

包括利益累計額合計

当期首残高 △5,838 △5,838 438,180 19,872,941

当期変動額

新株の発行 － － － 18,545,245

欠損填補 － － － －

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
－ － － △371,162

新株予約権の発行 － － 77,380 77,380

新株予約権の行使 － － △85,107 △85,107

新株予約権の失効 － － △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△422 △422 754,524 754,102

当期変動額合計 △422 △422 746,796 18,920,457

当期末残高 △6,260 △6,260 1,184,977 38,793,398
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △3,586,493 △1,064,529

減価償却費 1,097,476 1,609,881

株式報酬費用 437,930 754,524

受取利息 △713 △16,649

為替差損益（△は益） △5,514 △7,542

補助金収入 △192,112 △3,764,376

支払利息 259,566 417,344

支払手数料 17,087 220,460

上場関連費用 383,560 82

株式交付費 53,177 84,498

固定資産売却損益（△は益） △7,323 1,058

契約損失引当金戻入益 － △16,076

新株予約権戻入益 △1,164 △0

固定資産除却損 32 4,601

売上債権の増減額（△は増加） △7,864 △139,439

契約資産の増減額（△は増加） △524,238 457,731

棚卸資産の増減額（△は増加） 111,445 △48,425

その他 221,128 △150,205

小計 △1,744,018 △1,657,061

利息の受取額 713 16,649

補助金の受取額 192,112 3,764,376

利息の支払額 △226,155 △408,407

法人税等の支払額 △20,749 △63,630

その他 － 4,674

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,798,097 1,656,601

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,336,512 △10,907,909

無形固定資産の取得による支出 △26,788 △712,167

固定資産の売却による収入 7,323 53

敷金及び保証金の差入による支出 △109,018 △9,455

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,464,995 △11,629,478
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,790,000

長期借入れによる収入 4,270,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △12,000 △195,000

株式の発行による収入 15,159,304 5,928,314

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 12,531,824

新株予約権の発行による収入 － 77,380

株式の発行による支出 △53,177 △69,734

借入手数料の支払額 △17,087 △222,660

上場関連費用の支出 △314,334 △69,308

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,032,705 20,270,814

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,724 4,433

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,771,337 10,302,370

現金及び現金同等物の期首残高 4,468,524 14,239,861

現金及び現金同等物の期末残高 14,239,861 24,542,232
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更に関する注記)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっており

ます。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

(会計上の見積りの変更に関する注記)

（耐用年数の見積りの変更）

2025年10月16日開催の取締役会において本社移転が決定したため、移転後利用見込みのない固定資産について耐

用年数を短縮し、短縮後の耐用年数を将来に渡り適用しております。この変更により、従来の耐用年数による場合

と比べて当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失がそれぞれ11,983千円増加しておりま

す。

(セグメント情報等の注記)

(セグメント情報)

当社グループは、衛星データ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報の注記)

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

１株当たり純資産額 179円54銭 285円83銭

１株当たり当期純損失（△） △42円78銭 △3円21銭

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

１株当たり当期純損失（△）

親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円) △3,592,954 △371,162

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失（△）(千円)

△3,592,954 △371,162

普通株式の期中平均株式数(株) 83,980,788 115,800,196

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

－ －



株式会社Synspective(290A) 2025年12月期 決算短信

― 15 ―

(重要な後発事象の注記)

（ストック・オプションとしての新株予約権の発行）

当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき、当社

従業員を割当対象とする第６回新株予約権、当社取締役及び当社従業員を割当対象とする第７回新株予約権の発行

を決議いたしました。詳細につきましては、2026年２月13日に公表された「ストック・オプション（第６回及び第

７回新株予約権）の発行に関するお知らせ」をご参照ください。

１．ストック・オプション（新株予約権）の発行の目的

（１）第６回新株予約権

第６回新株予約権は、当社の中長期的な成長を支える人材の確保及び定着、並びに中長期的な業績向上と企業価

値向上に対する貢献意欲や士気を一層高めることを目的として、当社従業員を割当対象として発行するものであり

ます。

（２）第７回新株予約権

第７回新株予約権は、当社取締役及び従業員に対し、当社の中長期的な企業価値向上に向けたインセンティブを

付与することを目的として、適正な時価により有償で発行するものであります。

本新株予約権には業績目標の達成を権利行使の条件として付与（業績連動型）しております。これにより、対象

となる役職員が、当社の持続的な成長及び事業計画の完遂に対し、より強いコミットメントを持って取り組むこと

を企図しております。

(業績条件）

新株予約権の割当てを受けた者は、2027年12月期から2028年12月期において、総収入が下記の(a)から(e)に記載

した条件を充たした場合、付与された新株予約権のうち、各号に揚げる割合を上限として新株予約権を行使するこ

とができる。

2027年12月期から2028年12月期において 行使可能割合

(a) 一度でも27,000百万円を超過した場合 60%

(b) 一度でも28,500百万円を超過した場合 70%

(c) 一度でも30,000百万円を超過した場合 80%

(d) 一度でも31,500百万円を超過した場合 90%

(e) 一度でも33,000百万円を超過した場合 100%

２．新株予約権の概要

項目 第６回新株予約権 第７回新株予約権

割当対象者 当社従業員 当社取締役及び従業員

新株予約権の数 702個 4,038個

目的となる株式 当社普通株式 70,200株 当社普通株式 403,800株

払込金額
本新株予約権と引換えに金銭を払い込む
ことを要しない

１個当たり金100円

払込期日 － 2026年３月５日

行使価額 １株当たり金１円（名目的対価） １株当たり金1,252円

行使期間 2026年３月６日から2031年３月５日まで 2028年４月１日から2032年３月５日まで

譲渡制限 取締役会の承認を要する 取締役会の承認を要する


